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仕   様   書 

 

 

１ 委託業務名 

鳥栖地区広域市町村圏組合 介護予防・日常生活支援総合事業 一般介護予防事業 

評価事業及び給付適正化業務委託 

 

２ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月２５日まで 

 

３ 委託内容 

 ア．一般介護予防事業評価事業 

⑴ 総合事業サービス及び介護（予防）給付データ等の調査・分析 

⑵ 要介護認定等の新規申請者及び更新申請における悪化者の分析 

⑶ 事業対象者における悪化者の分析 

⑷ 自立支援ケア会議における事例対象者の評価分析 

⑸ 上記⑴～⑷にかかる報告書の作成 

⑹ 新規認定者の出現抑制に向けた提案 

⑺ 要介護認定等の更新申請における悪化者の重度化予防に向けた提案 

⑻ 総合事業サービス費及び介護（予防）給付費の適正化に向けた提案 

⑼ 上記を踏まえた検討会議の開催支援及びアドバイザー派遣 

 イ．給付適正化事業 

⑴ ケアプラン点検（広域指定事業所分） 

  ・ケアプランチェック業務（５４プラン） 

  ・ケアプラン作成者ヒアリング業務 

  ・報告書作成業務 

  ・その他委託業務（プラン提出依頼、ヒアリング等日程調整等） 

 

４ データの提供 

⑴ 業務に必要なデータは、鳥栖地区広域市町村圏組合（以下「本組合」という。）と受託

者が協議し、受託者が提示すること。 

⑵ 本組合は、提示されたデータにつき、可否を判断した上で、受託者へ提供する。 

 

５ 成果品 

① 総合事業サービス費及び介護（予防）給付等費用分析報告書 

（PDF形式による原稿、CD-R １部） 
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 ② ケアプラン点検報告書 

   （PDF形式による事業所ごとの原稿及び点検実施事業所の原稿をまとめて CD-R １部） 

 

６ 支払について 

  委託料の支払いについては、成果品の納品後、支払うものとする。 

 

７ 注意事項 

⑴ 法令等の遵守 

受託者は、本業務を遂行するに当たっては、関係する法令及び本仕様書を遵守し、業務

の目的を十分に理解して業務を行うこと。 

⑵ 個人情報の保護 

プライバシーマーク使用許諾、若しくはこれと同等の個人情報保護に関する認証、又は

ＩＳＭＳ若しくはこれと同等のセキュリティマネジメントシステムの認証を受けている

こと。 

  ⑶ 事前協議及び報告 

受託者は、業務内容の実施にあたり、本組合と事前に協議を行うこと。 

また、業務の進捗状況に応じて、本組合に報告を行うこと。 

⑷ 再委託の禁止又は制限 

受託者は、本業務を第三者に再委託してはならない。ただし、補助的業務等で第三者に

再委託しなければならない場合は文書でその旨を通知し、本組合の承諾を受けなければな

らない。 

⑸ 調査内容等の第三者への提供の禁止等 

① 受託者は、本業務で知り得た内容を、第三者に提供してはならない。 

② 受託者は、本組合が承諾した場合を除き、受託業務の内容を他の用途に利用しては

ならない。 

  ⑹ 個人情報の取り扱いについて 

① 受託者は、本業務で知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

② 再委託する場合には、個人情報及び調査内容等の保護については、受託者が責任を

もって管理すること。 

③ 受託者は、業務委託契約終了後も個人情報及び調査内容等の保護を行うこと。 

  ⑺ その他 

本業務の実施にあたり、本仕様書に記載されていない事項又は業務遂行上で疑義が生じ

た場合は、本組合と協議を行うこと。 


